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本研究では供用開始後 86年が経過した 24連の鋼鉄道橋を対象として，列車走行試験およびインパルスハン
マー試験を通して，振動特性（固有振動数，振動モード形）の同定を実施した．24連は全て同一の構造形式を
有し，同一の荷重条件とほぼ同様の環境条件の下で供用されている．同定した振動特性（70Hzまでの 12モー
ド）を相対的に比較した結果，24連の振動特性に明確な差異は確認できず，供用開始後 86年が経過しても適切
な維持管理のもとにおいては振動特性はなお均質であることが判明した．さらに，列車走行試験により同定し

た振動特性と，構造諸元や列車諸元との関係を統計的に分析した結果，レールジョイントに近い計測点ほど振

動モード形のモード振幅が有意に増加すること，その影響度はモードごとに異なることを明らかにした．
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1. はじめに

社会基盤構造物の保有性能や劣化・損傷の定量的評

価，あるいは振動特性の同定を目的として数多くの振

動モニタリングが実施されている1)．そのような中で，

近年，著者等は鉄道橋を対象として，走行列車荷重を

用いた振動モニタリング手法を提案している2)．振動モ

ニタリングの高度化および実用化を図るためには，2.

で詳述するように時間的および空間的意思決定問題を

解決しなければならない．このとき，両者のうち，いず

れの意思決定問題に着目するにせよ，基本的には振動

特性の相対比較を通して，何らかの異常を検知するこ

とが重要となる．相対評価である以上，構造条件，計

測条件や環境条件による振動特性の変動を明らかにし，

それらと検知すべき異常とを区別することが必要であ

る．さらに，空間的意思決定問題では，そのような構

造，計測，環境条件の影響を除外してもなお残存する

橋梁間の振動特性の相違（異質性）を評価することが

重要である．そのためには，同一条件下において長期

間供用された橋梁群を対象とした振動モニタリングを

実施して，振動特性の相対比較を行う必要が生じるが，

著者等の知る限り，部材レベルではなく，橋梁全体系を

対象とした実験的研究は皆無である．

以上の問題意識のもと，本研究では供用開始後 86年

が経過した 24連の鋼鉄道橋を対象として，列車走行試

験およびインパルスハンマー試験を実施し，振動特性

（固有振動数，振動モード形）の同定を行う．対象橋梁

群は同一の構造形式を有し，同一の荷重条件とほぼ同

様の環境条件の下で供用されており，24連の振動特性

を相対的に比較することで，長期供用下における振動

特性の変動範囲を明らかにすることが可能となる．ま

た，列車走行試験より同定した振動特性と，橋脚高さ，

軌道の偏量，レールジョイントの位置などの構造諸元

や，列車速度，列車種別，車両編成数や進行方向など

の列車諸元との関係を統計的に分析することで，これ

らの要因が振動特性の差異に及ぼす影響について考察

する．以下，2.で本研究の基本的な考え方を述べ，3.

で振動計測の概要を示す．4.で 24連のうちの 1連を対

象として，詳細な振動計測，同定および走行列車荷重

の影響について分析する．5.で全 24連の振動特性を同

定するとともに，振動特性の相対比較を通して，その

変動範囲と構造諸元や列車諸元との関係を統計的に分

析する．

2. 本研究の基本的な考え方

(1) 継続的モニタリング

振動モニタリングは目的に応じて，1）1回の振動計

測によって保有性能や損傷を絶対評価する手法と，2）

継続的な振動計測を通してそれらを相対評価する手法
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(a) 時間的変動範囲 (b) 時間的意思決定問題 (c) 空間的意思決定問題

図–1 モニタリング指標の変動と意思決定問題

に大別することができる2)．このうち，後者の振動モニ

タリング（以下，継続的モニタリングと記述）は，団塊

的に老朽化が進む社会基盤構造物を効率的に維持管理

していくための一方法論として実用化が期待されてい

る．本研究においても，継続的モニタリングに着目し

て，これ以降の議論を進めるものとする．継続的モニ

タリングの特徴は，保有性能の低下や損傷の発生・進

展とともに変動すると考えられる振動特性を継続的に

計測することによって，それらの日常の変動範囲から

の逸脱を捉えようとする点にある．

継続的モニタリングの実用化を見据える上で，ハー

ドウェア面での課題に加え，ソフトウェア面での課題

も残っている．特に本研究ではソフトウェア面での課

題に着眼するが，ここで開発の方向性を整理しておき

たい．既述したように，継続的モニタリングでは，評

価指標となる振動特性の時間的変動を捉えることが重

要となる．図–1(a)にはこのことを概念的に示してい

る．いま，構造物 Aに対する健全性の評価指標として

振動特性（例えば，固有振動数）を継続的にモニタリ

ングしていると考える．fA(t)は振動特性の時系列を表

す．この間，構造物 Aには損傷・劣化等の異常が発生

していない．しかし，それでも fA(t)は，構造条件，気

温や湿度等の環境条件や，加振源となる荷重に代表さ

れる計測条件の相違により，一定範囲内で変動する．し

たがって，はじめに環境条件や計測条件の相違による

振動特性の変動範囲を定量的に評価することが重要で

ある3)．つぎに図–1(a)の直後からの振動特性の変動を

図–1(b)に示す．振動特性は，時点 taで初めてその時

間的変動範囲から逸脱し，同図の最終時点 tbでは明ら

かに何らかの異常が生じていることが理解できる．時

間的変動範囲を確定的に設定できるような場合であれ

ば，時点 taで構造物Aに異常が生じたと判断すること

ができる．しかし，振動特性の時系列そのものが不確実

性を有する確率過程であるために，時間的変動範囲を 1

度逸脱したからといって直ちに異常と判断することは

適切な意思決定ではない．しかし，最終時点 tbでは判

断が遅すぎる．時点 taから tbの間のどの時点で異常検

知に対する判断を下すかという意思決定問題が存在す

る．これを時間的意思決定問題と定義する．以上の議

論では特定の構造物 Aのみを対象としてきたが，実際

には構造物 Aと同一構造形式で，同一の荷重条件，ほ

ぼ同一の環境条件のもとで供用されている多数の構造

物が存在する．これらの振動特性についても整理する

と，図–1(c)のような振動特性分布がどの時点におい

ても形成される（図にはある 1時点における振動特性

分布を例示）．振動特性分布の中で，対象構造物の相対

的な位置づけを評価することも重要な課題である．同

図に示す fB(t)では，当該構造物 Bの振動特性そのも

のの時間的変動は相対的に大きくない．しかし，同様

の条件下にある構造物群で構成される振動特性分布で

確認すると，構造物 Bはある閾値で評価される信頼区

間（空間的変動範囲）の外側に位置している．したがっ

て，当該構造物の振動特性の時間的変動範囲にかかわ

らず，構造物 Bは重点監視対象となるべき構造物であ

ることが理解できる．これを空間的意思決定問題と定

義する．このように，継続的モニタリングを実施する

ためには，時間軸と空間軸に沿った 2つの意思決定ア

ルゴリズムを構築する必要がある．

(2) 走行列車荷重を用いた振動モニタリング

貝戸等2)は走行列車荷重を利用した振動モニタリング

手法を提案している．走行列車荷重は毎日定刻に，ほぼ

均一な速度と荷重を持つ加振源を利用できるという点

で，継続的モニタリングに望ましい性質を有する．そ

こでは，走行列車荷重は非定常性を有する入力荷重で

はあるものの，広範囲に卓越した周波数成分を有する

入力荷重であるために，複数の振動モードを励起する

ことが可能であること，実供用下にある橋梁の動的挙

動を把握できることなどの利点を実証的に指摘してい

る．その一方で，計測条件，特に荷重の変動の影響を

明確にするために，列車の走行速度や走行方向を可変

パラメータとした列車走行試験を実施している．その

結果，それらが固有振動数や振動モード形に及ぼす影

響は概ね 5%程度であることを示した．さらに，計測し
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図–2 対象橋梁群の概要

図–3 対象橋梁群の概観

た加速度応答の切り出し位置の影響についても考察を

加え，走行列車荷重を用いた振動モニタリングに関す

る体系的な方法論を提示している．

さらに，橋梁全体系の振動特性を対象とした研究以外

では，松岡等4)は部材固有の振動モードを対象として，

ラーメン高架橋の床版部材の振動特性の同定を列車走

行試験により実施している．列車の高速化が進展する

中で，橋梁全体としての振動よりも部材単独の振動が

卓越するケースが存在し得ることを実験結果を踏まえ

て指摘した．さらに，これまで未検討であった開床式

橋梁を対象して，列車走行試験を通して振動特性を明

らかにした研究事例も蓄積されている5)．

以上の既往の研究は，これまで着目されることがな

かった走行列車荷重に焦点を当て，振動モニタリング

における加振源としての可能性を検討した基礎的研究

といえる．その検討過程の中で，2.(1)における第 1課

題（時間的変動範囲の評価）の一部については既述し

たとおり，実験的に検証を行っている．しかしながら，

時間的および空間的意思決定問題の重要性については

指摘がなされているものの，具体的な検討には至って

いない．2.(1)では説明の都合上，時間的意思決定問題

を述べ，空間的意思決定問題に言及した．しかし，実

際の研究開発においては，これらの意思決定問題は順

序を問わず，個々を独立に検討することが可能である．

しかし，鉄道の営業線での振動計測の実施が極めて困

難であることも事実であり，このことが当該分野にお

ける学術研究の蓄積を難しくしている理由となってい

る．今回は，1時点に限定した振動計測ではあるが，同

一条件下にある 24連の鋼鉄道橋の振動計測の機会を得

た．これらの振動特性の相対比較を通して，空間的意

思決定問題を検討し，今後の発展を見据えた基礎的情

報を提供する．

(3) 鉄道橋と振動特性分布

明治から昭和初期にかけての急速なネットワーク整

備のために，同一の構造形式を有する鉄道橋が大量に

架設された6)，7)．また，それらの橋梁は供用開始後 50

年以上が経過した現在であっても供用されている場合

が少なくない．同一の構造形式を有する橋梁群の振動

特性は，理論的にはすべて同一であるが，現実には様々

な要因により差異が生じる8)−11)．橋梁群の振動特性に

影響を及ぼす因子として，劣化12)，13)や構造的異常14)

の他に，環境条件15)や荷重条件2)，さらにはこれらで

説明できない橋梁固有の要因（異質性）が存在すると

考えられる．劣化や構造的異常が発生した橋梁を抽出

するためには，橋梁群が有するこれらの振動特性分布

（変動範囲）を事前に把握しておくことが重要となる．

橋梁が固有に有する振動特性の変動範囲について議

論するためには，同一の構造形式を有し，かつその他

の影響因子に関する条件が同様な複数の橋梁の振動特

性を比較する必要がある．また，それらの条件が異な

る場合には振動特性に及ぼす影響を明らかにしたうえ

で，なお残存する振動特性の異質性（空間的変動範囲）

を評価することが重要となる．しかしながら，このよ

うな橋梁群の空間的変動範囲に関する研究は，コンク
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表–1 対象橋梁に対する目視点検と簡易調査の結果

橋梁 河床から橋脚天端 偏軌量 レールジョイント位置 リベット緩み 断面欠損

番号 [mm] [mm] [mm]
起点側 終点側 （起点から） ラテラル 対傾構

b1 5,165 8,015 — 2,850 0 0
b2 8,965 10,747 — 1,900 0 0
b3 10,747 11,112 −7 950 0 0
b4 11,062 11,157 6 50 0 0
b5 11,107 10,912 3 無し 0 1箇所 1本
b6 11,322 10,469 −13 22,150 0 0
b7 10,869 11,859 −8 21,250 0 1箇所 3本
b8 10,869 11,859 14 20,300 0 1箇所 1本
b9 11,559 11,554 6 19,350 0 0
b10 11,204 10,463 53 18,400 0 2箇所 4本
b11 10,813 10,872 87 17,450 0 2箇所 4本 上フランジ

b12 10,922 11,497 77 16,450 0 0
b13 10,647 11,053 44 15,420 0 0
b14 11,053 12,042 27 14,670 0 0
b15 11,092 11,305 32 13,670 0 1箇所 3本 上フランジ

b16 11,505 11,811 33 12,770 1箇所 3本 2箇所 7本
b17 11,761 11,867 18 11,820 0 4箇所 12本 上フランジ・腹版

b18 12,017 11,922 8 10,870 5箇所 18本 0
b19 11,572 12,313 22 10,020 0 3箇所 7本
b20 11,413 12,536 41 9,070 0 2箇所 6本
b21 12,386 11,213 61 8,220 1箇所 3本 2箇所 6本
b22 12,663 13,062 66 7,100 0 1箇所 1本
b23 13,262 9,428 75 6,250 0 0
b24 8,828 5,948 17 5,350 0 0

リート橋脚16)や鉄道ラーメン高架橋12)，17)，側壁18)と

いう部材レベルを対象とした数例が存在するものの，橋

梁全体系を対象として十分に検討されているとは言い

難い．特に，今後，維持管理の重要性が増すと予測さ

れる供用開始後 50年以上が経過した橋梁群の振動特性

の空間的変動範囲に関する検討は，筆者らの知る限り

見当たらない．

3. 対象橋梁と振動計測の概要

(1) 対象橋梁の概要

本研究では，1924年（大正 13年）に建設された 24

連の 2主 I桁鋼鉄道橋（便宜的に起点側から b1,b2,…，

b24と呼称）を対象とする．図–2に対象橋梁の概要を，

図–3に対象橋梁群の概観を示す．24連は全て同一の構

造形式（達第 540号19)）を有している．1連の径間は

22.25mであり，24連で 534mの河川橋梁群を形成して

いる．橋梁は単線上路橋で床版は設置されていないが，

片側に点検用の橋側歩道が設置されている．橋梁中の

ほとんどの接合は，フランジと腹版の接合なども含め，

リベット接合が採用されている．これら一連の橋梁は，

計測を実施した 2010年時点で供用開始後 86年が経過

しており，現在も供用中である．なお，これ以降，「連」

という呼称を使用せず，「橋梁」という呼称で統一する

ことを断っておく．

対象橋梁群はすべて同一路線上に存在するために，供

用開始から現在に至るまでの荷重条件はいずれの橋梁

も同様である．また，架設位置が海岸から数 kmの地点

であったために，飛来塩分の影響が懸念されたが，こ

のような環境条件も当然のことながら全橋梁において

同様であると考えられる．一方で，長期供用によって，

各橋梁には若干の劣化が点在する．また，橋脚高さや，

レールジョイントの位置，軌道の偏心量（偏軌量）な

どの条件も橋梁ごとに異なっている．各橋梁の状態は

計測に先立って実施した目視点検と簡易調査により把

握している．各橋梁で相違が見られた項目とその概要

を表–1に示す．なお，表中に記載している断面欠損は

腐食によるものであり，その程度は部分的かつ軽度で

あった．供用開始から 86年が経過していることを考え

ると，管理状態は非常に良好であるといえる．上記の

ように，多少の条件，劣化状態の相違は確認できるも

のの，大規模な損傷や，支承の異常などは確認できな

かった．したがって，各橋梁に固有の要因（異質性）が

存在しなれけば，いずれの橋梁でも振動特性は均質で

あると考えられる．

(2) 振動計測の概要

2.(1)で述べた 24連鋼鉄道橋の振動特性を把握する

ために，加速度応答の計測を実施した．1.で述べたよ

うに，本研究では加振源として走行列車を利用する．さ
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図–4 計測点配置（詳細計測用）

図–5 計測点配置（全橋計測用）

らに，列車走行試験による同定結果との比較を目的と

して，インパルスハンマー試験も実施した．はじめに

橋梁 b3を任意の 1橋梁（以下，代表橋梁と記載）とし

て抽出し，詳細な加速度計測（以下，詳細計測と記載）

を実施する．収録した加速度応答から振動特性を同定

し，その基本的特徴を踏まえたうえで，全橋梁の加速度

計測（以下，全橋計測と記載）を実施することとした．

図–4には詳細計測における 2パターンの計測点配置

を示している．いずれも 16台の加速度計を主桁を中心

に設置した．図–4(a)は主桁の鉛直振動に，図–4(b)は

水平振動に，それぞれ着目した計測点配置となってい

る．なお，対象橋梁の加速度応答には，本研究の目的

である主桁の固有振動成分の他に，片側のみに設置さ

れた橋側歩道の振動成分も混入していることが懸念さ

れたために，橋側歩道にも数点の計測点を設けている．

一方で，全橋計測においては，詳細計測とこれに基づい

て同定した代表橋梁 b3 の振動特性を考慮したうえで，

1橋梁に設ける計測点数を 8点に削減して実施すること

とした．全橋計測での各橋梁の計測点配置を図–5に示

す．特に主桁の鉛直振動に着目した計測点配置として

いる．各計測点で計測した加速度応答は ADボードを

介してサンプリング周波数 2kHzでノートPCに収録さ

れる．なお，1kHz以上の周波数応答はローパスフィル

タの一種であるアンチエイリアシングフィルターを用

いて除去している．計測に用いる加速度計は，列車走

行時の大振幅に対応するために，すべて圧電型加速度

計（感度：6.42pC/(m/s2)）とした．これらの加速度計

は，鉛直方向を計測する場合は上フランジ上部に，水

平方向の場合はウェブ上部に，それぞれ絶縁体を介し

て磁石により固定した (図–5)．

以上の振動計測システムを用いて，走行列車荷重，お

よびインパルスハンマーによる衝撃荷重により励起さ

れた橋梁の加速度応答を計測した．列車走行試験に関

しては，当該路線を走行する営業列車を利用した．採

用した列車は詳細計測の各計測点配置でそれぞれ 4本，

全橋計測では各橋梁で 4本～5本とした．走行列車に関

しては，列車速度：20～65km/h，車種：4種類，車両

編成数：2種類（1両もしくは 2両編成）に加え，進行

方向（上り・下り）の情報を取得している．なお，全橋

計測は，これら 4つの条件が同様の走行列車を各橋梁

で 1回以上計測している．また，インパルスハンマー

試験では，図–4，図–5に×印で示す位置で 5回ずつ衝

撃加振を実施した．振動計測は 2010年 10月 21日から

23日の 3日間で実施した．

(3) 振動特性の同定手法

収録した加速度応答から固有振動数やモード減衰比，

振動モード形といった振動特性を同定するために，本研

究ではサブスペース法の一種であるERA（Eigensystem

Realization Algorithm）を採用する．ERAでは，加速

度応答といった出力応答のみから振動特性を同定する

ことが可能であり，近年は社会基盤構造物への適用事

例も増加している20)−22)．ERAの詳細は，Juang and

Pappa23)に詳しい．当該手法は，構造物を線形時不変

系システムとして捉えることで，最小実現の考え方に

基づきシステムの特性として振動特性を推定する．具

体的には，特異値分解を利用した主成分分析によりノ

イズ成分を縮減させたうえで，固有値解析によりシス

テムの特性行列を算出する．抽出した特性値が構造物

の振動特性であるかどうかを評価するための精度指標

もいくつか提案されている20)．本研究では精度指標と

して可制御性に関するMAC値を採用する．

具体的な同定手順としては，1）時系列データからハ

ンケル行列を生成する．2）ハンケル行列を特異値分解

する．3）特異値分解で得られる特異値行列の対角項の

中から，十分に小さいものを 0として，特異値行列を

再構成する．4）最小実現の考え方に基づき，システム

の特性行列を求める．5）特性行列のうち，状態マトリ

クスを複素固有値解析することで，固有値および固有
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図–6 ERAの適用に際した事前処理（列車走行試験）

ベクトルを算出する．6）得られた固有値と固有ベクト

ルは，固有振動数，モード減衰比および複素振動モー

ド形に対応しており，離散時間から連続時間への変換，

数理モデルから物理モデルへの変換を行うことで，時

系列応答から，非比例減衰系の振動特性として固有振

動数，モード減衰比，複素振動モード形を同定する．7）

以上により得られた振動特性に対して，可制御性に関

するMAC検定を行い，ノイズ成分を削除する．

適用に際しては，出力応答のみから振動特性を同定

する ERA の性質上，自由振動応答を用いる必要があ

る．インパルスハンマー試験結果の場合は，衝撃加振

後の応答を自由振動応答と仮定することでERAを直接

的に適用することが可能である．一方で，列車走行試

験では，走行列車の加振成分24)が混入していることか

ら，多少の事前処理が必要となる．具体的には，伝達

関数と理論モード形を用いたフィルタリングによって

加振周期に起因した振動成分を低減したのち，相関関

数を利用して自由振動応答を算出する．列車走行試験

結果を用いた振動特性の同定の流れを図–6に示すとと

もに，事前処理の方法を以下に示す．

i次の固有振動数を ωi，振動モード形をΦiと表記す

る．伝達関数を用いた振動モード形の算出方法について

は，参考文献2)に詳しい．本研究でも基本的には同様の

考え方に基づいているが，区間同定を目的としている点

に相違がある．任意の計測点 jにおけるスペクトル関数

を Aj(ω)，また基準計測点 j◦におけるスペクトル関数

をAj◦(ω)とすると，伝達関数Gj(ω)はAj(ω)/Aj◦(ω)

として表される．伝達関数Gj(ω)は，i次の固有振動数

近傍 (ω → ωi)で，基準計測点の伝達関数 Gj◦(ω) = 1

とした振動モード形Φi,eを示す．実測結果の伝達関数

から求めた振動モード形Φi,eと理論上の振動モード形

Φi,r を比較することで，橋梁の固有振動成分が励起さ

図–7 固有値解析モデル

れている振動数分布を算出することが可能となる．両

者の一致性を評価する指標については，相関係数

α =
COV (Φi,e ×Φi,r)√

V AR(Φi,e)× V AR(Φi,r)
(1)

を利用することができる．

以上により，走行列車の規則的加振の影響を抑えた

うえで，相関係数が閾値 αth を上回る値を示す最大振

動数と最小振動数により定義される区間をフィルター

の通過帯域として設定することができる．計測した時

系列応答に対して，上記手順を踏むことにより，固有

振動成分を主成分とした時系列応答を得ることが可能

となる．また，得られ時系列応答に対して相関関数を

計算することで，列車走行時の応答から自由振動応答

を算出する．以上により，走行列車試験結果に対して

ERAを適用することが可能となる．

(4) 解析手法

同定した振動特性の妥当性を確認するために，対象

橋梁の固有値解析25)を実施する．固有値解析では，主

桁と対傾構，および橋側歩道を梁要素としてモデル化

している．なお，対傾構，および橋側歩道と主桁の連

結には十分に剛な梁要素を用いている．また，主桁の

断面諸元は図–2に示す通りとしている．部材単位での

振動特性などより詳細な振動モードを把握するために

は添接板やレールの質量，剛性を考慮する必要がある

と考えられる．しかしながら，本研究の同定対象は主

桁の全体モードであるとともに，実測応答に基づく実

証的分析が主要な目的であることから，添接板やレー

ルの質量，剛性を考慮していない簡易的なモデルを採

用した．固有値解析モデルを図–7に示す．

土木学会論文集F4（建設マネジメント）, Vol. 68, No. 3, 157-174, 2012.

162



表–2 代表橋梁の同定結果（詳細計測）

モード インパルスハンマー試験 列車走行試験 解析

次数 固有振動数 モード減衰比 鉛直－水平比 固有振動数 鉛直－水平比 固有振動数

平均 (Hz) 変動係数 平均 変動係数 平均 (Hz) 変動係数 (Hz)

1 8.2 0.010 0.027 0.463 1.1 8.2 0.056 1.3 8.0
2 10.1 0.016 0.035 0.300 1.8 9.8 0.058 2.6 —
3 15.3 0.007 0.017 0.680 3.0 15.2 0.028 2.5 15.0
4 20.7 0.005 0.016 0.363 0.7 20.3 0.012 0.9 19.8
5 22.6 0.006 0.029 0.592 1.2 22.4 0.027 2.1 21.4
6 32.6 0.007 0.018 0.633 1.0 32.3 0.015 1.6 —
7 38.5 0.004 0.010 0.303 0.5 38.6 0.008 0.9 38.7
8 44.5 0.006 0.017 0.328 1.5 44.7 0.015 2.1 44.4
9 53.1 0.007 0.011 0.350 2.9 53.3 0.007 2.0 53.9
10 57.4 0.006 0.010 0.363 1.8 58.5 0.006 1.9 58.0
11 63.3 0.012 0.005 0.446 0.7 63.2 0.010 0.9 63.1
12 66.9 0.004 0.010 0.376 1.3 67.4 0.008 3.0 68.1

注) 変動係数は (標準偏差)/(平均)を，鉛直－水平比は (鉛直方向の振動モード形の最大値)/(水平方向の振動モード形
の最大値)をそれぞれ表す

図–8 加速度応答（インパルスハンマー試験，計測点 5）

4. 代表橋梁の振動特性（詳細計測）

(1) インパルスハンマー試験

列車走行試験に先立ち，インパルスハンマー試験を

実施した．一例として，図–4(a)の計測点配置 1にお

いて，主桁 B側のレール（径間中央）をインパルスハ

ンマーで衝撃加振した際の計測点 5の加速度応答とパ

ワースペクトルを図–8に示す．加速度応答の時系列か

ら，加振時に最大振幅を記録し，次第に減衰していく

自由振動応答を確認できる．最大振幅に違いはあるが，

いずれの計測点でも同様の傾向が見られた．また，パ

ワースペクトルからは 10Hz付近に複数のピークが存在

するとともに，30Hzから 35Hz付近，40Hzから 60Hz

の広い振動数帯域でピークを確認することができる．こ

のような傾向は水平振動に着目した計測点配置 2でも

同様であり，鉛直・水平方向が連成した振動モードが励

起されていると推測される．

つぎに，各計測点で得られた加速度応答を用いて，

ERA により固有振動数，モード減衰比，振動モード

形の同定を行った．計測点配置 1，および計測点配置 2

の同定結果のうち，固有振動数とモード減衰比を表–2

に整理する．なお，表中の変動係数は，計測点配置 1

および 2で実施した全インパルスハンマー試験の同定

結果の標準偏差を平均で除した値を示す．鉛直－水平

比は，計測点配置 2で同定した振動モード形の鉛直方

向の最大値を水平方向の最大値で除した値である．表

中には，MAC値が 0.98以上で，いずれの計測におい

ても同定できた 12モードに対する同定結果を示してい

る．固有振動数は 8.2Hzから約 70Hzまでの広い振動数

帯で同定可能であった．モード減衰比はモード 2が最

大で 3.5%となっている．固有振動数の変動係数は最大

でも 1.6%となっており，試験ごとの変動はほとんど存

在しない．一方で，モード減衰比の変動係数は最大で

約 70%となっており，既往の研究でも指摘されている

ように，固有振動数と比較してモード減衰比は各試験

の変動が大きいことがわかる．つづいて，鉛直－水平

比を見ると，モード 4，モード 7などは鉛直－水平比が

1を下回っており，水平方向と鉛直方向が連成した振動

モードも一部確認できるが，モード 3など鉛直方向が

主成分となる振動モードの方が多い．さらに，表–2に

は，固有値解析により算出した固有振動数を併記して

いるが，インパルスハンマー試験で同定した固有振動

数と良好に一致している．なお，モード 2，およびモー

ド 6については本研究の固有値解析では算出されてお

らず，部材レベルでの振動に起因した振動モードであ

ると考えられる．また，これらの振動モードとは別に，

橋側歩道の振動モードが 3.5Hz付近に存在した．

同定した振動モード形の例として，モード 1とモー

ド 12の同定結果を固有値解析結果とともに図–9に示

す．なお，計測点配置 1には橋側歩道，主桁 Bおよび

主桁 Aの鉛直方向の振動モード形を，計測点配置 2に

は主桁 Bの水平と鉛直方向の振動モード形を示してい
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図–9 振動モード形（インパルスハンマー試験）

図–10 加速度応答（列車走行試験，計測点 5）

る．なお，振動モード形は最大値が 1となるように基

準化している．また，計測点配置 2の橋側歩道の振動

モード形は計測点配置 1とほぼ同様であったために省

略している．モード 1に着目した場合，両主桁で同位

相のサイン半波が励起されているとともに，計測点配

置 2では主桁 Bで水平方向にもサイン半波が励起され

ている．さらに，モード 12では計測点配置 1で両主桁

で逆位相の 3次（ねじれ）モードが，計測点配置 2の

主桁 Bでは水平方向の 3次モードが，それぞれ励起さ

れていることが見て取れる．いずれのモードも，固有

値解析により算出した振動モード形と同様の形状を示

している．

(2) 列車走行試験

前節と同様に計測点配置 1において，列車が 56km/h

で通過した際の計測点 5の加速度応答を図–10に示す．

加速度応答の時系列から列車進入による振幅の増大と

列車通過後の減衰波形を見て取れる．また，パワースペ

クトルからは 10Hz付近と 45Hz付近に卓越成分を確認

できるとともに，インパルスハンマー試験と比較して

大きなスペクトル振幅が励起されている．さらに，イ

ンパルスハンマー試験と異なり走行列車の連行荷重に

起因する無数の卓越成分を確認できる．

各計測点で得られた加速度応答を用いて，ERAによ

り固有振動数，振動モード形の同定を行った．モード

減衰比については，連行荷重の影響によりその同定結

果がほぼ 0となるために本研究では同定対象外とした．

同定結果のうち，固有振動数の平均値，鉛直－水平比

と変動係数を表–2に整理する．なお，表中の平均値お

よび変動係数の算出に用いた走行列車の速度は 50km/h

から 70km/hの範囲であった．また，同定に際しては

波形の切出し位置に留意しているが，これについては

4.(3) a)で詳しく説明する．表中には，いずれの計測

でも同定できたモードを示している．インパルスハン

マー試験と同様に 12のモードが同定可能であった．ま

た，列車走行試験から同定した振動モードの鉛直－水平

比はインパルスハンマー試験と比較して大きくなって

おり，鉛直方向の振動が卓越傾向にあることがわかる．

同定した振動モード形の例として，前節と同様にモー

ド 1，モード 12の同定結果を図–11に示す．モード 1

では，両主桁が鉛直方向に同位相で励起されるサイン

半波を確認できるとともに，主桁 Bに関しては水平方

向にも 1次モードが励起されている．また，モード 12

では，両主桁で鉛直方向に逆位相の 3次モード，主桁

Bで水平方向に 3次（ねじれ）モードが励起されてい

る．なお，図–11に見られるように，列車走行試験よ

り同定した振動モード形においては，レールジョイン

ト付近でモード振幅が増加する場合が見られた．この

影響については 5.(3)で改めて詳述する．
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図–11 振動モード形（列車走行試験）

図–12 加速度応答の切出し方法

(3) 走行列車荷重の影響分析

走行列車荷重作用下における加速度応答を用いて振

動特性の同定を行う場合には，貝戸等2)が指摘するよう

に，1)加速度応答が非定常であること，2)列車の速度，

種別，車両編成数や進行方向が異なること，が同定結

果に及ぼす影響を把握しておくことが重要である．以

下では，1)に関連して加速度応答の切出し位置が同定

結果に及ぼす影響を，2)に関連して列車諸元が同定結

果に及ぼす影響を分析する．

a) 加速度応答の切出し位置の影響

4.(2)の同定では，加速度応答のうち，列車が橋梁上

を通過している 5秒間を切り出した．切り出し長さは，

径間長や列車速度などを勘案しながら，必要なハンケ

ル行列を構成するという観点から決定する．なお，ハ

ンケル行列は本研究で対象とした 12モードを同定可能

なサイズとして 800× 100を採用した．一方で，同一

の切出し時間であっても，列車走行時の加速度応答の

いずれの部分を切出すかによって，切出し波形に占め

る常時微動成分，過渡応答成分などの混入率が変化し，

同定結果が変動することが報告されている2)．この影

図–13 加速度応答の切出し位置が振動特性に及ぼす影響

響を改めて確認するために，以下の手順で分析を行う．

図–12に示すような加速度応答に対して，5秒間の波形

の切出しを行う．はじめに，図中の赤囲み（始点を便宜

的に tとする．本事例では tは時間軸上の 0と一致）で

示すような切出しを行い，振動特性の同定を行う．つぎ

に，赤囲みから 1秒だけ移動した青囲み部分（始点は

t+ 1）に着目し，同様に振動特性を同定する．この操

作を繰り返して，最終的に緑囲み部分（始点は t+ 25）

までの 25ケースに対して同定を行う．

全 12 モードの同定結果のうち，変動の最も小さい

モード 2と最も大きいモード 4を例として図–13に示

す．なお，同図のそれぞれの固有振動数は平均が 1と

なるように基準化した値である．また，同図には切り

出し区間ごとに算出した加速度応答の移動RMSも示し

ている．いずれのモードであっても，RMSが小さい区

間（切出し番号 1～10，15～25）では 10%近くの変動

が存在するものの，RMSが大きい切出し番号 11～14

付近では非常に安定した同定結果が得られていること

がわかる．このような変動は文献2)と同様に，列車進入

および退出によって構造系が変化すること，RMSが小

さい場合はノイズ成分が卓越することが主な原因であ

ると考えられる．なお，その他の振動モードについて

もRMSが大きい切出し番号で安定した固有振動数が取

得可能であることを確認している．

これらの影響を最小限に抑えて振動特性を同定する

ために，本節で実施したように切出し開始位置を移動

させ，移動 RMSを算出したうえで，RMSが最大とな

る切り出し波形を同定対象とした．なお，4.(2)の同定

はこの手順に従い実施した．また，次節以降も切出し

波形の選定は同様の手順に従って行う．

b) 列車諸元の影響

列車の速度，種別，車両編成数や進行方向加振源と

して利用した走行列車の速度，種別，車両編成数や進行

方向などの諸元と，同定した振動特性との関係につい

て述べる．図–14には例として，列車種別と固有振動
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図–14 列車種別と振動特性の関係

数の関係を示す．図中には，固有振動数のばらつきが最

も大きいモード 2と最も小さいモード 8を，各モード

の固有振動数の平均値が 1となるように標準化して記

載している．列車種別と固有振動数の間に明確な関係

性を確認することができない．その他の列車諸元（列

車速度，車両編成数，進行方向）についても，固有振

動数との相関係数が絶対値で 0.5以下であることを確

認している．以上により，列車走行荷重を利用した場

合の同定結果に及ぼす列車諸元の影響は小さいことが

わかる．

(4) 固有振動数の比較

インパルスハンマー試験と列車走行試験の同定結果

を比較する．表–2の固有振動数の平均値と変動係数を

改めて図–15に示す．図–15にはインパルスハンマー

試験で同定した各モードの固有振動数を 1としたとき

の，両試験における固有振動数と変動係数を示してい

る．固有振動数に着目した場合，特にモード 6以下の

低次モードで，列車走行試験の固有振動数が低い値と

なっている．一方，モード 7からモード 12の比較的高

次のモードでは列車走行試験とインパルスハンマー試

験の固有振動数はほぼ同様の値を示している．また，変

動係数は，モード次数が低いほど列車走行試験の方が

インパルスハンマー試験より大きくなっている．低次

モードで列車走行試験の固有振動数がインパルスハン

マー試験よりも低くなる理由には列車質量の影響があ

げられるが，その影響は最も大きいモード 2で約 3%で

あった．また，低次モードにおける変動係数の増加は，

列車の加振周期の影響が考えられる．列車走行時にお

ける橋梁の加速度スペクトルには，列車の加振周期の

影響により線スペクトル状のピークが一定の振動数間

隔で出現する（図–10）．固有振動数の同定に際しては，

3.(3)に示した事前処理によりこの影響を低減している

ものの，完全に除去することは困難である．したがっ

て，同定結果は走行列車に起因する線スペクトルの影

図–15 加振方法の相違が固有振動数に及ぼす影響

図–16 固有振動数（全橋計測：列車諸元固定）

響を受け変動する．線スペクトル状のピークは等間隔

であるために，固有振動数の小さい低次モードほど相

対的に大きな影響を受け，ばらつきが大きくなってい

ると考えられる．

列車質量の影響については，本研究で同定に利用し

た列車走行中の 5秒間においても同一ではなく，変動

している．すなわち，列車質量を橋梁への付加質量と

考えた場合，列車の車軸が載荷している場合にのみ橋

梁の固有振動数に影響を及ぼすとともに，各モードへ

の影響の大きさは載荷場所により異なる．そのような

列車質量の影響を実測結果から把握するためには，系

の非定常性を考慮可能な振動特性の同定手法が必要と

なる．これについては，本研究の範囲を大きく超える

ために，今後の検討課題としたい．なお，このような

列車質量の影響を考慮せずに同定した列車走行時の固

有振動数であっても，特に高次モードにおいてはイン

パルスハンマー試験と同程度に固有振動数を評価可能

である．したがって，本研究のように複数橋梁の振動

特性に関する相対的比較が目的である場合には，この

列車質量の影響は本質的な問題とならない．

土木学会論文集F4（建設マネジメント）, Vol. 68, No. 3, 157-174, 2012.

166



図–17 固有振動数（全橋計測：列車走行試験）

5. 対象橋梁群の振動特性（全橋計測）

(1) 固有振動数の相対比較

図–5の計測点配置のもとで，全 24橋に対して列車

走行試験を実施し，加速度応答の計測および振動特性

の同定を行った．計測した個々の加速度応答は，図–10

と同じ傾向であったので掲載を割愛する．なお，イン

パルスハンマー試験に関しては 4.(1)と特段の相違が

なかったために，本論文では主に列車走行試験のみに

着目して，以降の議論を進めることとする．

全 24橋に対して，それぞれ 4～5回の列車走行試験

を行った．はじめに，列車諸元（加振条件）を可能な限

り統一した上で，全 24橋の振動特性を相対的に比較す

る．加振源として利用した列車は営業列車であったの

で，本試験のために同一の列車速度で列車を走行させ

ることはできなかったが，橋上を通過する際の列車速度

は概ね 50km/h～63km/hの範囲であった．列車種別，

車両編成数と進行方向に関しては，24橋で同一のもの

を選定することが可能であった．各橋梁で同定した固

有振動数の例として，橋梁間での変動が最大であった

モード 3と最小であったモード 8を図–16に示す．な

お，図–16の縦軸には，各橋梁の固有振動数を全橋梁

の平均が 1となるように基準化した固有振動数比を採

用している．橋梁ごとの変動が最大であったモード 3で

は，その変動範囲は 7%程度となっている．一方で，変

動が最小であったモード 8においては，その変動範囲

は最大でも 3%程度であることが確認できる．この結果

から，24橋の固有振動数の変動範囲はモードにより異

なるものの，最大でも 7%程度であることがわかる．な

お，列車速度と各橋梁で同定した固有振動数との間に相

関がないことをすべてのモードで確認している．表–2

と比較すると，代表橋梁を対象とした列車走行試験の

変動範囲と同程度である．以上より，24橋は 86年が経

過した現時点においても，それらの固有振動数はほぼ
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図–18 主桁 Bの振動モード形（全橋計測）

均質であると推察できる．

つぎに，24橋に対して同定した固有振動数をモード

ごとに図–17にまとめる．なお，同図中には固有振動

数の平均値を記載する．さらに縦軸には各モードの固

有振動数の平均値が 1となるように基準化した固有振

動数比をとっている．図中のエラーバーは各橋梁の変

動係数を示している．いずれの橋梁においても 4.の同

定結果と同様に 12個の振動モードを同定可能であった．

全橋梁での固有振動数の変動はモード 1で最大 8%程度

となっており，高次モードになるほど橋梁間の変動が

小さくなる傾向が見て取れる．実際に，エラーバーで

表される変動範囲はモード 1やモード 2の低次モード

では，インパルスハンマー試験と比較して数倍大きく

なっているが，モード 7以上の低次モードではインパル

スハンマー試験と同程度の精度が確保されている．こ

れは，4.(4)にて述べた，高次モードではモード質量と

加振周期の影響が小さいという考察を裏付ける結果と

なっている．なお，特定の橋梁が一貫して特異値を示

す（変動係数が大きい）などの特徴は見られない．こ

のことから，24連は列車走行下という実働状態であっ

ても，その振動特性は非常に均質的であるといえる．

なお，図–17に示した固有振動数と表–1に示した目

視点検結果との関係性を，相関分析により検討したが，

いずれの振動モードにおいても，各点検項目との相関

係数は絶対値で 0.5以下であった．また，インパルスハ

ンマー試験で同定した振動特性を対象として同様の分

析を実施したが，こちらの場合もほとんどのモードで

相関係数が絶対値で 0.5以下であったことを報告して

おく．

(2) 振動モード形の相対比較

各橋梁で実施した 4～5回の列車走行試験に基づいて

同定した振動モード形について述べる．同定した振動

モード形は全 12モードであった．はじめに，モードご

とに橋梁間の振動モード形の変動を調べる．各橋梁で

同定した振動モード形の平均値をモードごとに算出す

る（以下，個別平均振動モード形）．さらに，各モード

の個別平均振動モード形に対して，平均値と分散を求

める．このときの平均値を以下，全橋平均振動モード

形と呼ぶ．個別平均振動モード形と全橋平均振動モー

ド形の算出に用いたサンプル数は 4～5と 24と少ない

ものの，全橋平均振動モード形がサンプル数の増加に

伴って正規分布に従っていくことは中心極限定理によ

り保証される．

図–18には一例として，各モードの全橋平均振動モー

ド形を代表してモード 1とモード 6の全橋平均振動モー

ド形（主桁B）および 95%信頼区間を示す．なお，同図

には比較のために，インパルスハンマー試験より同様

に算出した全橋平均振動モード形を併記する．全橋平

均振動モード形は両試験でほぼ同様であることがわか

る．なお，全橋平均振動モード形は，他の振動モード形

でも両試験で同様の形状を示していた．一方で，ほと

んどの計測点で，列車走行試験から同定した振動モー

ド形の 95%信頼区間はインパルスハンマー試験と比較

して大きいことがわかる．また，列車走行試験から同

定した振動モード形の 95%信頼区間は計測点により多

少異なることが見て取れる．各橋梁の振動モード形の

変動は図–18(b)に示すモード 6の 2L/3地点が最大と

なっている．
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(3) 振動モード形とレールジョイント位置の関係

a) 分析方法と前提条件

任意の橋梁 bk(k = 1, · · · ,K) で実施した，lk(lk =

1, · · · , Lk)番目の列車走行試験を考える．このとき，同

定された計測点 j(j = 1, · · · , J)における i(i = 1, · · · , I)
次モードのモード振幅を ϕl

k

ij と表現する．一方で，橋

梁 bk の j 点における i次の基準振動モード形を ψ◦
ij と

定義する（基準振動モード形は全橋で同一である）．こ

こで，各橋梁において同定されたモード振幅と，基準

モード振幅との間には，

ϕl
k

ij = ψ◦
ij + θl

k

j + ε (2)

が成立すると仮定する．式中，θl
k

j は

θl
k

j = xlk

j β′
j (3)

と定義する．ここで，xlk

j は計測点 j の特性変数

xl
k,m
j (m = 1, . . . ,M)を要素とする行ベクトルであり，

振動モード形に影響を及ぼすと考えられる要因（橋脚

高さ，偏軌量，レールジョイント位置，列車速度など）

である．また βj は未知パラメータであり，βm
j (m =

1, . . . ,M)を要素とする行ベクトルである．なお，記号

「′」は転置操作を表す．さらに，式 (2)中の εは確率誤

差項であり，平均 0，分散 σ2の正規分布に従う確率変

数であるとする．以上より，特性変数で表される各種要

因 xl
k,m
j の影響は βm

j を介して θl
k

j に集約化される形で

振動モード形 ϕl
k

ij に反映される．また，式 (2)と式 (3)

から明らかなように，未知パラメータ βと分散項 σ2の

推計問題は，

(ϕl
k

ij − ψ◦
ij) = xlk

j β′
j + ε (4)

という線形回帰式の回帰係数の推計問題に帰着される．

当然ながら，振動モード形に及ぼす各種要因の影響を

統計的に分析するための手法は数多く存在する．しか

し，本研究では最も単純な手法によって，まずは大局

的な視点で要因を分析し，分析結果に応じて方法論を

高度化させていくことが重要であると考える．

b) 分析結果

5.(3) a)の線形回帰式に対して最尤法26)を用いて，未

知パラメータの推計を行った．橋脚高さ，偏軌量，レー

ルジョイントからの距離，リベット緩みの有無，断面欠

損の有無，走行列車の速度，車両編成数，進行方向な

どを特性変数の候補として，それらを単独あるいは組

み合わせて，複数回の推計を実施した．最適モデルの

決定には実データとモデルの適合尺度となる AIC27)，

AIC = N log(2πσ̂2) +N + 2M (5)

を基準とし，AIC最小のモデルを最適モデルとした．な

お，N は総サンプル数である．各特性変数の候補にお

ける対数尤度とAICを表–3に示す．レールジョイント

からの距離のみを特性変数として採用したケース（赤

表–3 特性変数の候補と AIC
特性変数の候補 対数尤度 AIC

定数項のみ −3254.5 6513.1
橋脚高さ 1685.3 −3366.5
偏軌量 −862.7 1729.3

RJからの距離 8740.6 −17477.3
リベット緩みの有無 3986.4 −7968.9
断面欠損の有無 1910.1 −3816.2
走行列車の速度 −1933.1 3870.3
車両編成数 −1869.6 3743.2
進行方向 −2670.5 5344.9

橋脚高さ+RJからの距離 8740.8 −17475.7
リベット緩み+RJからの距離 8741.4 −17476.8
断面欠損の有無+RJからの距離 8740.3 −17474.7
リベット緩み+断面欠損の有無 4646.9 −9287.8

注) RJはレールジョイントを表す

図–19 レールジョイントが振動モード形に及ぼす影響

字）が最も AICが小さいことから，最適モデルと決定

することができる．したがって，以下では特性変数を

レールジョイントからの距離に限定して議論を進める

ことを予め断っておく．

はじめに基準振動モード形には，レールジョイント

が無い橋梁 b5 の同定結果を用いて，

ψ◦
ij =

∑L5

l5=1 ϕ
l5

ij

L5
(6)

と定義する．これにより，未知パラメータ以外の変数，

すなわち同定された振動モード形のモード振幅 ϕl
k

ij，基

準モード形のモード振幅 ψ◦
ij，特性変数 xlk

j は既知とな

る．任意の橋梁の特定の計測点に着目すると，1回の列

車走行試験を通して，モードごとに Ξij = (ϕl
k

ij ,x
lk

j )の

情報サンプルを得る．今回の振動計測では，橋梁数が橋

梁 b5を除く 23橋梁，計測点が全 17点，各橋梁に対す

る列車走行試験の実施回数が 4～5回，同定されたモー

ド数が 12であったために，最終的に獲得した情報サン

プルは総数 10,662であった．
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図–20 推定結果と同定モード形の比較

実際の推計に際しては，xlk,1
j は常に 1をとる定数項

とし，xlk,2
j にレールジョイントからの位置に関する指

標を用いた．レールジョイントの位置に関する指標と

して，レールジョイントの位置が近いほど大きく影響

を及ぼすように，レールジョイントから対象計測点ま

での距離の逆数（以下，レールジョイント距離）を利

用した．また，xlk,2
j に関しては最終的に，最大値が 1

となるように基準化を行っている．

推計結果を図–19に示す．なお，図–19には，未知

パラメータ βとともに，各 βに対する t-値を示してい

る．図中の最左に全振動モード形に対する分析結果を

示しているが，定数項 (β1)が 0.14，レールジョイント

距離に関する係数 (β2)が 0.39となっている．また，t-

値はそれぞれ 42.55，11.07となっている．上述したよ

うに βは同定された振動モード形と基準振動モード形

との相違に対する特性変数の寄与，後者は特性変数の

寄与が有意か否かを表す指標である．t-値に関しては，

採用しようとする特性変数が有意でないという帰無仮

説が有意水準 95%で棄却される臨界値が 1.96である．

β の推計値（β1 = 0.14，β2 = 0.39）に対する t-値は

既述したようにそれぞれ 42.55，11.07と絶対値で臨界

値を上回るために，帰無仮説は有意水準 95%で棄却さ

れ，これらの特性変数は振動モード形に有意な影響を

及ぼすと判断される．レールジョイント距離の推計値

β2 = 0.39は正であることから，レールジョイントの位

置に近いほど振動モード形のモード振幅が増加する傾

向にあることがわかる．

つぎに，振動モード形に及ぼすレールジョイント距離

の影響を振動モードごとに分析する．分析結果は図–19

に記載している．図–19より振動モードごとにレール

ジョイントの位置が振動モード形に及ぼす影響が異な

ることがわかる．特に，モード 8，モード 12では β2が

大きな値を示している．一方で，モード 4，モード 7で

は，t-値が 1.96を下回っており，振動モード形に有意な

影響を及ぼさないと判断される．図–20は推計結果と

図–21 鉛直－水平比と振動モード形へのレールジョイント
距離の影響度の関係

各橋梁で同定した振動モード形の関係をモード 1，モー

ド 6について示している．なお，図–20には，各橋梁

を代表して，それぞれのモードで腹の位置がレールジョ

イントに最も近接していた橋梁 b17 と b21 の同定結果

を記載している．同図より，推定値より算出した期待振

動モード形（青線）ではレールジョイント位置の近傍

でモード振幅が増幅しているとともに，同定結果（橙）

の傾向を表現できていることがわかる．

モードごとの影響度合の相違について考察する．図–

21には，各振動モードの鉛直－水平比と振動モード形

へのレールジョイント距離の影響度を表す β2の関係を

示している．鉛直－水平比は鉛直方向の最大モード振幅

を水平方向の最大モード振幅で除した値であるために，

この値が大きい場合は水平方向と比較して鉛直方向の

モード振幅が大きい振動モードとなる．同図より両者

の間には正の相関関係を見ることができ，振動モード

形へのレールジョイント距離の影響度が大きいモード

は，鉛直－水平比も大きくなる傾向にあることが理解

できる．
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(a) 計測点 5（L/2） (b) 計測点 6（5L/6）

図–22 各モードのスペクトルとレールジョイント位置の関係

(4) スペクトルとレールジョイント距離の関係

振動モード形は 1つの橋梁における各計測点間の振

幅に関する相対的な関係を表す指標である．本節では

レールジョイント距離と励起される振幅に焦点を当て

た分析を行う．特に，固有振動数付近で励起されるスペ

クトル振幅とレールジョイント距離の関係に着目する．

図–22には，全橋梁の列車通過時のパワースペクトル

を示す．鉛直 1次たわみモード（モード 2）と鉛直 3次

たわみモード（モード 12）で振動モード形の腹に位置

する計測点 5，鉛直 2次たわみモード（モード 6）で振

動モード形の腹に最も近い計測点である計測点 6の列

車走行時のパワースペクトルを示している．なお，列

車に起因する変動を低減するために，図–16と同様に

速度，車両種別，車両編成数，進行方向が同様の列車

が走行した際の時系列応答を用いている．パワースペ

クトルには同定した固有振動数を青線でともに示して

いる．ここでは比較的単純な鉛直方向の梁たわみモー

ドに着目することとする．さらに，図示している計測

点とレールジョイントまでの距離を各図の上方に記載

している．

図–22(a) のレールジョイントからの距離を見ると，

計測点 5は橋梁 b17 と橋梁 b18 においてレールジョイ

ントと近接していることがわかる．つぎに，図–22(a)

のパワースペクトルを見ると，鉛直 1次たわみ（モー

ド 2）が同定された 10Hz付近に各橋梁で卓越成分を確

認できる．また，橋梁 b17と橋梁 b18は他の橋梁と比較

して大きなパワースペクトル振幅を有しており，レー

ルジョイントが振動モード形の腹の付近に存在するこ

とで，当該モードが大きく励起されていることがわか

る．このような傾向は図–22(b)に示す鉛直 2次たわみ

（モード 6）でも確認することができる．図–22(b)の計

測点 6は，橋梁 b10 でレールジョイントと最も近接す

る．鉛直 2次たわみ（モード 6）が同定された固有振動

数付近のパワースペクトル振幅を確認すると，橋梁 b10

では他の橋梁と比較して大きなモード振幅が励起され

ている．さらに，レールジョイントが存在しない橋梁

b5においてはこれらの振動モードの固有振動数付近に

卓越成分を確認できない．このことからも，橋梁の固有

振動数付近のスペクトル振幅の卓越に，レールジョイ

ントが影響していることが推察される．一方で，鉛直

3次たわみ（モード 12）では上述した 2モードと同様

の傾向を見ることはできない．特に，40Hzを超えるよ

うな高周波数帯については卓越成分に一定の傾向を確

認できないことから，このような高周波数帯ではレー

ルジョイントがスペクトル振幅の卓越に及ぼす影響が

小さいと考えられる．また，40Hz以下の低周波数帯に

おいても水平方向に卓越するモード振幅を有するモー

ド（図中の薄青点線），単純な梁の鉛直振動では表せな

いモード（図中の薄青線）では，レールジョイントの

位置とスペクトル振幅の間に明確な関係を確認できな

かった．これらについては，列車のレールジョイント

通過に伴って導入される加振力の方向，モード形状な

どが関係していると考えられるが，詳細については不

明である．今後，理論解析，数値計算により，レール

ジョイントと振動モードの関係を分析していく必要が

あると考えられる．
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6. 維持管理における振動モニタリング

本研究は，団塊的に老朽化が進む社会基盤構造物を

効率的に維持管理していくための一方法論として継続

的モニタリングに着目した．さらに，継続的モニタリ

ングが抱える問題の中でも，特に空間的意思決定問題

を取り上げ，その問題解決に資する基礎的情報の提供

を目的として，同様の環境条件と荷重条件を有する同

一形式の鋼鉄道橋群に着目し，それらの振動特性の比

較・分析を実施した．一方で，現実の維持管理への適

用においては多くの課題が残されていることも事実で

ある．6.では，本研究の成果を踏まえて，空間的意思

決定問題を含む継続的モニタリングの課題解決に向け

た展望を述べる．

5.において，86年という供用期間を経ても適切な維

持管理がなされていれば，24橋の振動特性には有意な

差異が確認できないことを明らかにした．しかし，こ

れまでの目視点検を通して，リベットの緩みや腐食に

よる断面欠損が検出されていることも事実である．橋

梁全体系の振動特性というマクロな管理指標では，目

視点検の対象となる部材の損傷というミクロな事象に

対する感度は決して高くない．継続的モニタリングの

実用化に際しては，1）時間的・空間的意思決定アルゴ

リズムの開発，2）高密度，高感度のセンシングシステ

ムの開発，を総合的に検討する必要がある．すなわち，

前者はソフトウェア対策，後者はハードウェア対策と

して位置づけられるが，加えて両者はトレードオフの

関係にある．本研究の結果を受けていずれかを高度化，

深度化させる必要があるが，アセットマネジメントへ

の振動モニタリングの導入を目的とする場合には前者

に重点をおいた開発がまずは必要であると考える．

時間的意思決定問題では 2.(1)で述べたように，日常

の変動範囲と損傷，異常による変動を区別するために，

日常の変動範囲を明らかにしておく必要がある．特に

温度は振動特性に大きく影響することが報告されてい

る15)．本研究における実橋計測に際しては各試験時の

温度情報を取得しており，別途分析を進めている．これ

についてはさらに広い範囲での計測結果を蓄積したう

えで別の機会に発表することとしたい．一方で，空間

的意思決定問題を解決するためには，対象とした 24橋

以外にも計測範囲を拡大し，大規模な損傷を有する橋

梁や補修履歴を有する橋梁の振動特性を把握するとと

もに，それらの橋梁に対して継続的に振動特性を蓄積

することで振動特性に関する標本分布を取得する必要

がある．振動特性の時間的変動と空間的変動を把握し

た上で，日々観測される振動特性を確率変数としてと

らえ，標本分布に対する，振動特性の変動の有意性を

検定する手法を構築することが重要である．また，部

材損傷というミクロな事象が振動特性に及ぼす影響は

列車通過時の時系列応答の限定的な部分にのみ表れる

可能性がある．したがって，局所的時間を対象に逐次同

定が可能な手法を開発することも必要である．さらに，

より精緻なモデルに基づく数値シミュレーション28)を

援用することで振動特性と損傷の関係を網羅していく

必要がある．以上のようなソフトウェア対策を講じる

ことで，管理対象となる橋梁群に対するセーフティネッ

トとして，ある程度老朽化した橋梁群（予防保全対策

を講じるには時期が遅い橋梁群）を管理する場合には

有効な手段となり得る．一方で，目視点検を補間する

役割を担わせるためには，対象損傷を特定して，その

損傷に対する感度が高い物理量を計測可能なセンサー

の選定や配置などを含めたセンシングシステムの開発，

ハードウェア対策も講じる必要がある．さらに，実用

化を見据えると，例えば無線通信を利用したデータ回

収方法の効率化や，最終的には橋梁通過時の列車の車

両振動の利用などを視野に入れる必要がある．

7. おわりに

本研究では，供用開始後 86年が経過した 24連の鋼

鉄道橋を対象に，列車走行試験およびインパルスハン

マー試験を実施するとともに，固有振動数や振動モー

ド形といった振動特性の同定を行った．列車走行試験

から同定した固有振動数は，インパルスハンマー試験

と比較して 25Hz以下の低次モードで複数回実施した試

験の平均が 1%～3%程度低くなるとともに，試験ごと

の変動が大きいといった特徴を有することを確認した．

さらに，本研究では，同様の構造形式を有する 24橋の

鋼鉄道橋群を対象として同様の試験，および振動特性

の同定解析を実施することにより，供用開始後 86年が

経過した鋼鉄道橋であっても，同様の構造形式を有し，

環境条件，荷重条件が同じであれば振動特性に大きな

変動はないことを確認した．一方で，列車走行試験か

ら同定した振動モード形には，レールジョイントの位

置でモード振幅が増加する傾向が見られた．本研究で

はレールジョイントの位置が列車走行試験から同定さ

れる振動モード形に及ぼす影響を統計的に分析するこ

とで，レールジョイントに近い計測点ほどモード振幅

が増加する傾向にあること，その影響度は振動モード

の鉛直－水平比と相関関係にあることを明らかとした．

最後に，維持管理における振動モニタリングの適用を

見据えた今後の課題と展望を述べるとともに，この中

で本研究の成果の位置付けを示した．
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図–23 モード減衰比（全橋計測：インパルスハンマー試験）

た本研究の一部は日本学術振興会「特別研究員奨励費」

によって実施された．ここに記して感謝の意を表する．

付録 I 対象橋梁群のモード減衰比

本研究では，インパルスハンマー試験でのみモード

減衰比の同定を実施した．列車走行試験との比較といっ

た目的とは異なるものの，同一の構造形式を有し，同

様の環境条件で 86年という長期供用下にある鋼鉄道橋

群のモード減衰比の変動に関する知見は貴重であるこ

とから，付録として以下でその結果を述べる．

同定した橋梁 b1～b24 のモード減衰比をモード別に

図–23にそれぞれまとめる．なお，図中のプロット，お

よびエラーバーは，固有振動数の場合と同様に，平均

値と標準偏差を表している．まず，図中のエラーバー

に着目すると，いずれの橋梁であっても詳細計測の場

合と同様に非常にばらつきが大きいことが見て取れる．

いずれの橋梁においてもモード減衰比の信頼性は，固

有振動数と比較して低いことがわかる．これを踏まえ

たうえで，各橋梁のモード減衰比を平均により比較す

る．モード 3の b22やモード 10の b21などでは，他の

橋梁と比較して著しく大きなモード減衰比が同定され

ている．しかしながら，これらのモード減衰比はばら

つきも他の橋梁と比較して大きい傾向にあり，モード

減衰比の不安定性に起因した変動である可能性が高い

と考えられる．さらに，モード減衰比においても，特

定の橋梁が一貫して大きな値を示すなどの特徴は見ら

れなかった．
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